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 はじめに                          

 

「武蔵村山市まちづくり条例策定委員会」は、武蔵村山市のまちづくり条例の内容に

ついて検討することを目的に、各地のまちづくり条例の策定に携わった都市計画等を専

門とする学識経験者や、「武蔵村山市まちづくり条例市民会議」の委員であった市民な

どの委員で構成され、平成２２年７月に設置されました。 

本委員会が設置される際には、市長さんから、「市民との協働のまちづくりを推進し、

市民の悲願であるモノレールの市内延伸と新青梅街道沿道のまちづくり、狭山丘陵の緑

の保全、さらには、産業の活性化、子どもやお年寄りにも安全安心な生活確保など、武

蔵村山らしい、まちづくり条例の制定につなげていきたい」旨の話をいただきました。 

本委員会では、「武蔵村山らしい、まちづくり条例」とするため、先に、市民の視点

で検討された「武蔵村山市まちづくり条例市民会議」の提言を土台としつつ、市民、事

業者、市が協働して、武蔵村山市の中心を東西に貫く重要な路線である新青梅街道の整

備や狭山丘陵に代表される緑の保全など、市の特性を生かしたまちづくりが進められる

ものとなるよう検討してまいりました。 

短期間ながら、様々な観点から精力的に議論を交わし、武蔵村山市のまちづくり条例

に規定すべきと考えられる、市民参加の仕組みや開発事業の手続及び基準等について、

本委員会の「報告書」としてとりまとめました。 

今、まちづくり条例は、各地で制定され活用されていますが、それぞれの地域の特性

に、より適合した内容になるよう見直しも検討されるなど、いまだ模索の段階にある状

況です。 

今後、この「報告書」をもとに、市民の皆さんの意見を聴きながら、「武蔵村山らし

い、まちづくり条例」が制定されることとなりますが、その内容を広く皆さんに周知す

るとともに、制定後も、社会情勢の変化等に対応して適宜見直しを行いながら、住みが

いのある魅力的なまちづくりが進められることを願っております。 

 

武蔵村山市まちづくり条例策定委員会 

委員長 柳 沢  厚 
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Ⅰ まちづくり条例の基本的事項                

１ まちづくり条例の目的    

 

まちづくり条例そのもののねらいとして、次のように定めることとします。 

 

まちづくり条例の目的 

まちづくりの基本理念並びに市、市民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、ま

ちづくりにおける市民参加の仕組み、開発事業の手続及び基準、開発許可の基準その他の

都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）の規定に基づく事項等を

定め、武蔵村山市の特性を生かした快適なまちづくりを協働で行うことにより、都市計画

マスタープランにおけるまちづくりの将来像を市の定めた他の計画と整合を図りつつ実現

し、もって住みがいのある魅力的なまちづくりの推進に資することを目的とする。 

 

２ 用語の定義    

 

まちづくり条例で使われる用語の定義は、次のとおりとします。 

 

⑴ 都市計画マスタープラン 法第１８条の２の規定に基づく武蔵村山市の都市計画に関す

る基本的な方針である「武蔵村山市まちづくり基本方針」をいう。 

⑵ 市民等 市内に住所を有する者、市内で事業を営む者、市内において土地の所有権又は

建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使

用のため設定されたことが明らかなものを除く。以下「借地権」という。）を有する者及

び市内において建物の所有権を有する者をいう。 

⑶ 事業者 建築物の建築又は形態若しくは色彩その他の意匠の変更、工作物の建設、土地

の区画形質の変更その他土地利用の内容を変更する行為をする者をいう。 

⑷ 建築行為等 建築物の建築又は形態若しくは色彩その他の意匠の変更、工作物の建設、

土地の区画形質の変更その他土地利用の内容を変更する行為をいう。ただし、２３ページ

に掲げる開発事業に該当するものを除く。 

⑸ 開発行為 法第４条第１２項に規定する開発行為をいう。 

⑹ 集合住宅 共同住宅及び長屋をいう。 

⑺ 近隣住民 開発事業の区域の境界線から開発事業の種類に応じて２６ページの表で定め

る距離以内の区域（次号において「近隣区域」という。）において住所を有する者、事業

を営む者、土地の所有権又は借地権を有する者及び建物の所有権を有する者をいう。 

⑻ 周辺住民 開発事業の区域の境界線から開発事業の種類に応じて２６ページの表で定め

る距離以内の区域（近隣区域に該当する区域を除く。）において住所を有する者、事業を

営む者、土地の所有権又は借地権を有する者及び建物の所有権を有する者をいう。 

⑼ 公共施設 法第４条第１４項に規定する公共施設をいう。 

⑽ 公益的施設 小学校、中学校、幼稚園、保育所、集会所その他これらに類する市民の日

常生活に必要な施設をいう。 

 



 - 2 - 

３ まちづくりの基本理念    

 

目指すまちづくりを実現するために、まちづくりの基本理念として、まちづくりのあらゆ

る場面において尊重すべき考え方を次のように定めます。 

① 協働のまちづくり 

まちづくりは、市民等、事業者、市の相互の信頼と役割分担のもと、三者の協働によ

り行わなければならない。 

② 土地の公共の福祉優先と環境負荷の尐ない社会の構築 

まちづくりは、土地についての公共の福祉優先等について定める土地基本法の理念、

及び環境への負荷の尐ない持続的発展が可能な社会の構築等について定める環境基本法

の理念を踏まえて行わなければならない。 

③ 地域・地区の特性を生かしたまちづくり 

まちづくりは、地域・地区の特性を生かして、狭山丘陵に代表される緑を守り、育み

ながら、全ての人にやさしく、いきいきと暮らせるまちにしていくことを基本に行わな

ければならない。 

 

４ 市・市民等・事業者の責務   

 

まちづくりを進めるに当たっては、市、市民等、事業者の三者の役割分担のもと、協働に

より取り組むことが重要であることから、三者それぞれの責務として次の内容について定め

ます。 

⑴ 市の責務 

① 市民等、事業者の両者の支援及び誘導 

② まちづくりに必要な施策の総合的実施 

③ まちづくりに関する情報の提供 

⑵ 市民等の責務 

① まちづくりへの主体的かつ積極的な参加 

② 市のまちづくり施策への協力 

⑶ 事業者の責務 

① 地域の良好な環境確保のための措置 

② 市のまちづくり施策及び地域のまちづくり活動への協力 

③ 開発事業に伴う紛争の予防及び解決 
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Ⅱ まちづくりを進める仕組みとルール             

 

まちづくりの基本理念を実際のまちづくりにおいて具現化するためのまちづくりの仕組み

とルールを定めます。 

武蔵村山市にふさわしいまちづくりを進めるために、次の３つの視点に着目して制度を構

築することが必要です。 

 

１ 参加と協働によるまちづくり 

 

２ 狭山丘陵を中心とした緑と農のまちづくり 

 

３ 秩序ある開発事業等によるまちづくり 

 

その体系を示すと、次のとおりとなります。 
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武蔵村山市まちづくり条例の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑴ 狭山丘陵の景観の保全 

青梅街道以北の区域を「狭山丘陵景観重点地区」として条例上においてゾーンとして位置付け、「狭山丘陵景観重点地区」内の景観影響行為

について、市への届出を義務付けます。 
⑵ 「景観形成地区」における景観形成の誘導 

必要に応じて「景観形成地区」を指定できることとし、指定された区域内の景観影響行為について、市への届出を義務付けます。 

⑶ 都市計画公園・緑地区域における市民緑地契約制度の活用の促進 
都市計画公園・緑地の区域において、土地所有者の申出により都市緑地法に基づく市民緑地契約制度の活用を図ることとします。 

⑷ 農地の保全 

「援農ボランティア」を置き、農業者からの求めに応じて農作業を援助することにより農地の保全につなげる仕組みを設けます。 

 

 
⑴ 新青梅街道沿道まちづくりの推進 

新青梅街道沿道を「新青梅街道沿道地区」として条例上においてゾーンとして位置付け、「新青梅街道沿道地区」内の土地取引について届出
を義務付けます。また、「新青梅街道沿道地区」内のまちづくりの方針・計画を住民等及び市民等との協働により定めることとします。 

⑵ 「推進地区」の積極的なまちづくり 

市が積極的にまちづくりを推進する必要がある地区を「推進地区」として指定することができることとし、住民等との協働により「推進地区
まちづくり計画」を定める仕組みを設けます。 

⑶ 市民発意の自主的まちづくりの促進 

市民等による自発的・主体的なまちづくり活動のツールとなるよう、一定地区におけるまちづくりの方針やルールを「地区まちづくり計画」
として、特定のテーマに関するまちづくりの方策を「テーマ型まちづくり方策」として市に提案できるようにします。 

⑷ 市民主体の都市計画の推進 

「地区まちづくり計画」又は「テーマ型まちづくり方策」を立案した団体及び地域産業の発展に寄与する活動を行う団体が、法定制度である
地区計画の申出や都市計画の提案ができるようにすることにより、実効性のあるまちづくりを検討できるようにします。 

１ 参加と協働によるまちづくり 

 
⑴ 開発事業の手続と基準の条例化 

宅地開発等指導要綱の内容を発展させた上で条例化するものとし、適用の対象とする事業には墓地の設置等周辺のまちづくりに大きな影響を
与える事業等を追加し、開発事業の実施に当たっては近隣住民等への情報周知、意見聴取等の必要な手続を踏むものとします。また、宅地開発
等指導要綱の内容を基本に開発事業の基準を定めるほか、新たに適用の対象とする事業を行う場合の基準を定めます。 

⑵ 大規模開発事業等に関わる手続 
大規模開発事業の前提として行われる大規模な土地の取引行為について届出を義務付けるとともに、大規模開発事業の実施に当たっては、通

常の開発事業の手続に先立ち、構想段階における届出、近隣住民等への情報周知等の手続を義務付け、土地利用の誘導を図ります。 

⑶ 大規模事業活動の撤退時等における手続の義務付け 
事業活動の中止・撤退に伴い大規模な土地や建築物が残される場合において、それらの周辺における良好な環境を維持するため、市への届

出、標識の設置等を義務付けます。 

⑷ 狭あい道路の拡幅の推進 
建築基準法第４２条第２項の規定による指定を受けた道路に接する敷地における建築物の建築等について、届出及び協議を義務付けるととも

に、後退用地を市が道路として維持管理するための仕組みを定めます。 

３ 秩序ある開発事業等によるまちづくり 

目  的 

基本理念 

① 協働のまちづくり 
② 土地の公共の福祉優先と環

境負荷の尐ない社会の構築 

③ 地域・地区の特性を生かし
たまちづくり 
 

社会の構築 

③ 地域・地区の特性を生かし

たまちづくり 

実効性の確保 
◇勧告 
◇命令 

◇公表 
◇罰則 

まちづくりの支援 
◇「地区まちづくり計画」又

は「テーマ型まちづくり方

策」立案団体に対する専門
家の派遣等 

２ 狭山丘陵を中心とした緑と農のまちづくり 

市・市民等・事業者の責務 

附属機関の設置 

◇（仮称）まちづくり審議会 
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１ 参加と協働によるまちづくり   

１⑴   新 青 梅 街 道 沿 道 ま ち づ く り の 推 進      

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 新青梅街道における都市計画事業の進捗を円滑にするための仕組みを設ける。 

◆ 新青梅街道沿道を市のシンボルとしてふさわしい軸とするまちづくりを誘導する。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 「新青梅街道沿道地区」の指定 

新青梅街道の沿道３０ｍの範囲を「新青梅街道沿道地区」として条例上においてゾーンと

して位置付けます。 

⑵ 「新青梅街道沿道地区」内の土地取引について届出の義務付け 

「新青梅街道沿道地区」内における２００㎡以上の土地を有償で譲渡する場合、土地所有

者に対して、譲渡しようとする日の３週間前までに市へ届け出ることを義務付けます。これ

により、「新青梅街道沿道地区」における土地利用について助言する機会を留保するととも

に、拡幅予定地については建築物が建築されないよう誘導して協力を得ることにより、事業

認可後の用地買収の円滑化を図ります。 

⑶ 「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」の策定 

市の主導により住民等（※）を中心に市民等の参画を得て「新青梅街道沿道地区まちづく

り協議会」を組織し、検討することにより、「新青梅街道沿道地区」を市のシンボルとして

ふさわしい軸とするためのまちづくりの方針・計画を、「新青梅街道沿道地区まちづくり計

画」として定めることとします。なお、「新青梅街道沿道地区まちづくり協議会」の組織等

については、規則で定めることとします。 

（※住民等…「新青梅街道沿道地区」内に住所を有する者、事業を営む者、土地・建築物所

有者等） 

［想定される『新青梅街道沿道地区まちづくり計画』の内容］ 

① 沿道の高度利用について 

（中高層住宅供給の誘導、都市核・サブ核における商業・業務機能の集積） 

② 沿道建築物の高さのコントロールについて 

（高度利用のための高さの最低限度と北側の景観（南側からの眺望）に配慮するための

高さ制限） 

③ 沿道建築物のセットバックについて 

④ 環境軸としての整備について 

（沿道の土地の接道部分に生垣等の緑化を行うなど） 

⑷ 「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」決定までの手続 

市が「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」を決定するまでの手続として、次の内容につ

いて定めます。 

① 計画案の公告・縦覧 

② 市民等からの意見書の提出 

③ 附属機関の意見の聴取 

④ 決定後の公告 
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新青梅街道沿道地区
まちづくり計画区域

建築行為等の事業者

届出

市

指導

（５）

新青梅街道沿道を「新青梅街道沿道地区」として位置付け

「新青梅街道沿道地区
まちづくり協議会」の設置

協議会において「新青梅街道沿道地
区」のまちづくりの方針・計画を立案

「新青梅街道沿道地区」内の土地
取引について、届出を義務付け

土地利用について助言

（１）

（２）（３）

市のシンボルとしてふさわしい
まちづくりの誘導

新青梅街道拡幅事業の円滑化

「新青梅街道沿道地区
まちづくり計画」の決定

法定制度への移行
（６）

（４）

⑸ 建築行為等の届出 

「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」区域内において建築行為等を行う者は、着手の３

０日前までに建築行為等の内容を市に届け出るものとします（「新青梅街道沿道地区まちづ

くり計画」において定められている制限の内容に関係しないと市長が認める建築行為等を除

く。）。 

届出を受けた市は、届出内容を確認し、当該建築行為等が「新青梅街道沿道地区まちづく

り計画」の内容に適合するよう指導するものとします。 

（※ 届出をしない場合については、過料を科すことができることとします。） 

⑹ 法定制度への移行 

「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」に定める内容は、速やかに更なる合意形成を進め

て地区計画等の法定制度への移行に努め、実効性を高めるものとします。 
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１⑵  「 推 進 地 区 」 の 積 極 的 な ま ち づ く り      

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 市が地域のまちづくりを積極的に推進する上で欠かせない、当該地域住民の合意形成を円

滑に進めるため、住民の参画による協議組織を設置して当該地域のまちづくりの計画をつく

る仕組みを設ける。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 「推進地区」の指定 

市が積極的にまちづくりを推進する必要がある地区として、次のいずれかに該当する地区

を「推進地区」として指定することができることとします。 

① 市の長期総合計画及び都市計画マスタープランにおいて積極的な整備が必要とされてい

る地区 

（例）サブ核地区 

② 都市計画事業の施行地区を含む地区 

③ 公共施設の整備に併せた総合的なまちづくりが必要な地区 

④ 土地利用転換が見込まれる大規模な土地を含む地区 

⑵ 「推進地区」指定の手続 

市が「推進地区」を指定する際は、指定しようとする区域を公告した後、次の手続を踏む

こととします。 

① 説明会の開催等による周知 

② 市民等からの意見の聴取 

③ 附属機関の意見の聴取 

④ 決定後の公告 

⑶ 「推進地区まちづくり計画」の策定 

市は、「推進地区」を指定したときは、住民等（※）を中心に市民等の参画を得て「推進

地区まちづくり協議会」を組織し、検討することにより、「推進地区」のまちづくりの方針

やルールを「推進地区まちづくり計画」として定めることとします。 

（※住民等…「推進地区」内に住所を有する者、事業を営む者、土地・建築物所有者等） 

⑷ 「推進地区まちづくり計画」決定までの手続 

⑸ 建築行為等の届出 

⑹ 法定制度への移行 

⑷～⑹までについては、「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」の規定を準用することと

します（「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」と同様の取扱いとします。）。 
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（１）

（３）

（４）

「推進地区まちづくり計画」の決定

「推進地区まちづくり協議会」を組織

市が積極的にまちづくりを推進する必要がある
地区を「推進地区」として指定

協議会において「推進地区」のまちづくりの
方針・ルールを立案

（３）

（２）

「推進地区」のまちづくりの推進

法定制度への移行

（６）

 

 

推進地区まちづくり計画区域

建築行為等の事業者

届出

市

指導

（５）
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１⑶  市 民 発 意 の 自 主 的 ま ち づ く り の 促 進      

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 市民のまちづくりの発意を生かし、多くの市民の主体的な行動につなげる動機付けとなる

ようなまちづくりの制度を設ける。 

◆ 既存のまちづくりの制度である都市計画の提案制度との比較において、やや簡便に結果の

出せる制度とすることが必要 

 

◇ 条例に定める内容 

１「地区まちづくり計画」 

⑴ 「地区まちづくり計画」の制度化 

市民等が自発的・主体的に一定地区におけるまちづくりの方針やルールを話し合い、「地

区まちづくり計画」として市に提案できることとします。 

提案を受けた市は、「地区まちづくり計画」を決定するかどうか、必要な手続を経て判断

します。 

［想定される『地区まちづくり計画』の例］ 

◎ 道路等公共施設を整備、改善する。 ◎ 生垣等の敷地内の緑を増やす。 

◎ 建築物の高さを制限する。     ◎ 建築物を境界から離して建てる。 

◎ 自動販売機を置かない。 

など 

⑵ 「地区まちづくり協議会」の認定 

「地区まちづくり計画」を定めるための話合い等を行う市民等の活動組織は、「地区まち

づくり協議会」として市の認定を受けるものとし、市は認定した「地区まちづくり協議会」

に対して専門家を派遣するなど活動を支援するものとします。 

また、まちづくりを発意し、「地区まちづくり協議会」を組織する前段階の数人の市民等

のグループは、「地区まちづくり準備会」として市の認定を受けることができることとし、

認定を受けた「地区まちづくり準備会」は、その活動について市の支援を受けることができ

ることとします。 

市は、認定に当たっては、附属機関の意見を聴くこととします（「地区まちづくり準備

会」の認定については、必要に応じて）。 

認定の要件は、次のとおりとします。 

① 地区まちづくり協議会 

ア 計画の区域は、原則として道路その他の施設、河川その他の地形地物等範囲を明示す

るのに適当なものにより囲まれた、街区形成に足る一定の広がりをもった土地の区域又

は複数の当該区域とする。 

イ 多数の住民等（※）の参加（２０歳以上の住民等のおおむね１０分の１以上かつ１０

世帯以上の参加を想定） 

（※住民等…区域内に住所を有する者、事業を営む者、土地・建築物所有者等） 

② 地区まちづくり準備会 

①のア及び想定区域内の３世帯以上の住民等の参加 

⑶ 「地区まちづくり計画」の市への提案の要件 

「地区まちづくり協議会」が「地区まちづくり計画」を市に提案するための要件を「住民

等の過半数の同意」と定めます。 
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地区まちづくり計画区域

建築行為等の事業者

届出

市

指導

（６）

意見聴取

（６）

地区まちづくり
協議会

⑷ 「地区まちづくり計画」の提案に対する意見聴取の手続 

「地区まちづくり協議会」から市に対して「地区まちづくり計画」の提案があったときは、

市は、次に掲げるところにより意見聴取を行うこととします。 

① 計画案の公告・縦覧 

② 住民等からの意見書の提出 

③ 附属機関の意見の聴取 

⑸ 「地区まちづくり計画」の決定 

市は、意見聴取の内容を勘案し、提案が良好なまちづくりに資すると認めるときは、当該

提案の内容を「地区まちづくり計画」として決定し、これを公告するものとします。 

⑹ 建築行為等の届出 

「地区まちづくり計画」区域内において建築行為等を行う者は、着手の３０日前までに建

築行為等の内容を市に届け出るものとします（「地区まちづくり計画」において定められて

いる制限の内容に関係しないと市長が認める建築行為等を除く。）。 

届出を受けた市は、届出内容に関する「地区まちづくり協議会」の意見を聴いて、当該建

築行為等が「地区まちづくり計画」の内容に適合するよう指導するものとします。 

（※ 届出をしない場合については、過料を科すことができることとします。） 

         

市民等の集まり

地区まちづくり協議会

「地区まちづくり計画」の提案要件

準備会

「地区まちづくり計画」の決定

認定

認定

支援

支援

（２）

（３）

緑あふれる地
区にしたい

快適に暮らせる
地区にしたい

市

市民等の主体的なまちづくり

意見の聴取
（４）

認定

「地区まちづくり計画」の市への提案

「地区まちづくり計画」の運用

（５）
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２「テーマ型まちづくり方策」 

⑴ 「テーマ型まちづくり方策」の制度化 

市民等が自発的・主体的に特定のテーマに関するまちづくりの方策を話し合い、「テーマ

型まちづくり方策」として市に提案できることとします。 

提案を受けた市は、「テーマ型まちづくり方策」を認定するかどうか、必要な手続を経て

判断します。 

［想定される『テーマ型まちづくり方策』の例］ 

◎ 緑の創出（垣・さくの緑化、敷地内に木を植える等） 

◎ 通学路の安全の確保（防犯灯の設置、危険物件・死角の除去等） 

◎ 観光資源の掘り起こし（サイン計画、観光ボランティア、地域観光マップの作成等） 

◎ 地域の助け合い（買い物の助け合い、見回り運動等） 

など 

⑵ 「テーマ型まちづくり協議会」の認定 

「テーマ型まちづくり方策」を定めるための話合い等を行う市民等の活動組織は、「テー

マ型まちづくり協議会」として市の認定を受けるものとし、市は認定した「テーマ型まちづ

くり協議会」に対して専門家を派遣するなど活動を支援するものとします。 

また、まちづくりを発意し、「テーマ型まちづくり協議会」を組織する前段階の数人の市

民等のグループは、「テーマ型まちづくり準備会」として市の認定を受けることができるこ

ととし、認定を受けた「テーマ型まちづくり準備会」は、その活動について市の支援を受け

ることができることとします。 

市は、認定に当たっては、附属機関の意見を聴くこととします（「テーマ型まちづくり準

備会」の認定については、必要に応じて）。 

認定の要件は、次のとおりとします。 

① テーマ型まちづくり協議会 

ア 対象とするテーマが市のまちづくりに関するものであり、基本理念に即していること。 

イ 市民等の自由な参加が保障されていること。 

ウ 多数の市民等の参加（おおむね１０世帯以上の市民等の参加を想定） 

② テーマ型まちづくり準備会 

①のア・イ及び３世帯以上の市民等の参加 

⑶ 「テーマ型まちづくり方策」の市への提案の要件 

「テーマ型まちづくり協議会」が「テーマ型まちづくり方策」について、関係する市民等

に十分な説明及び意見聴取を行っていることを提案の要件とします。 

⑷ 「テーマ型まちづくり方策」の提案に対する意見聴取の手続 

「テーマ型まちづくり協議会」から市に対して「テーマ型まちづくり方策」の提案があっ

たときは、市は、次に掲げるところにより意見聴取を行うこととします。 

① 提案内容の公告・縦覧 

② 「テーマ型まちづくり協議会」の参加による説明会の実施 

③ 市民等からの意見書の提出 

④ 附属機関の意見の聴取 

⑸ 「テーマ型まちづくり方策」の認定 

市は、意見聴取の内容を勘案し、提案が良好なまちづくりに資すると認めるときは、当該

提案の内容を「テーマ型まちづくり方策」として認定し、これを公告するものとします。 

⑹ 市の施策への反映 

市は、認定した「テーマ型まちづくり方策」が市のまちづくりに関する施策に関わりのあ
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るときは、その内容を市の施策に反映するよう努めることとします。 

市民等の集まり

テーマ型まちづくり協議会

「テーマ型まちづくり方策」の提案要件

準備会

「テーマ型まちづくり方策」の認定

認定

認定

支援

支援

（２）

（３）

緑あふれる
まちにしたい

安全に暮らせる
まちにしたい

市

市民等の主体的なまちづくり

意見の聴取
（４）

認定

「テーマ型まちづくり方策」の市への提案

市の施策への反映

（５）

（６）

 

 

まちづくりの発意

特定のテーマを対象

制限事項を含まない

一定地区
を対象

市全域（広域）
を対象
地区非限定・沿道など

市の施策に反映
協議会による
方策の推進

協議会による
計画の推進

・建築の届出義務
・開発基準化

市が決定 市が認定

一定地区
を対象

特定の地区を対象

制限事項を含む

◎「地区まちづくり計画」と「テーマ型まちづくり方策」の考え方 
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１⑷   市 民 主 体 の 都 市 計 画 の 推 進      

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 「地区まちづくり協議会」などの地域において積極的にまちづくりの検討や活動を行って

いる団体が実効性のあるまちづくりを進められるよう、これらの団体が地区計画をはじめと

した法に基づく制度を活用しやすくすることが必要 

◆ 法における条例委任規定を受けて定める。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 地区計画の原案の申出方法 

法第１６条第３項においては、住民又は利害関係人が地区計画の案の内容となるべき事項

（原案）を申し出る方法を市町村の条例で定めることができるとしています。 

そこで、申出の要件、手続の方法等を定めます。特に、申出をすることができる者として、

市の認定を受けた「地区まちづくり協議会」及び「テーマ型まちづくり協議会」並びにまち

の活性化に大きく関わる地域産業の発展に寄与する活動を行う次に掲げる団体を規定し、こ

れらの団体が地区計画の活用による実効性のあるまちづくりを検討できるようにします。 

① 武蔵村山市商工会 

② 東京みどり農業協同組合 

なおこの際、法第１６条第２項の規定に基づき地区計画の原案に対する意見の提出方法等

を定めた、「武蔵村山市地区計画等の案の作成手続に関する条例」の内容についても取り込

む必要があります。 

⑵ 都市計画を提案することができる団体 

法第２１条の２第２項においては、地方公共団体の条例で定める団体は都市計画を提案す

ることができるとしており、都市計画提案制度の法定の対象者の範囲を条例で拡大すること

ができます。 

そこで、地区計画の原案の申出をすることができる団体と同様の次に掲げる団体を当該条

例で定める団体として規定し、当該団体が都市計画の提案制度を利用して都市計画制度を活

用することによる実効性のあるまちづくりを検討できるようにします。 

① 地区まちづくり協議会 

② テーマ型まちづくり協議会 

③ 武蔵村山市商工会 

④ 東京みどり農業協同組合 
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（１）

（２）

都市計画法

（１６条３項）
◆市町村は、地区計画の
案の内容となる事項を申し
出る方法を条例で定めるこ
とができる。

地区計画

（２１条の２）
◆都市計画の決定・変更を
提案できる者
①土地所有者等
②まちづくりNPO法人
③営利を目的としない法人
④都市再生機構
⑤地方住宅供給公社等
⑥地方公共団体の条例
で定める団体
（②～⑤に準ずる団体）

提案制度

１地区計画の原案の申出方法
①申出者の要件
ア土地所有者等
イ地区まちづくり協議会
ウテーマ型まちづくり協議会
エ武蔵村山市商工会
オ東京みどり農業協同組合
②同意等の要件
③手続の方法
２申出後の手続
①地区計画の原案の公告・縦覧
②市の判断
③判断内容の通知・公告
◆現行条例の取り込み
３地区計画の原案を市が提示する方法
４地区計画の原案に対する意見の提出方法

まちづくり条例

◆都市計画を提案することができる団体
⇒①地区まちづくり協議会
②テーマ型まちづくり協議会
③武蔵村山市商工会
④東京みどり農業協同組合

まちづくり条例

都市計画制度の活用
 

 

［条例規定内容の整理］ 

１ 地区計画の原案の申出方法 

① 申出者の要件 

ア 土地所有者等（※） 

イ 地区まちづくり協議会 

ウ テーマ型まちづくり協議会 

エ 武蔵村山市商工会 

オ 東京みどり農業協同組合 

（※土地所有者等…土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上

権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定されたこ

とが明らかなものを除く。）を有する者（都市計画の提案制度の

提案者の要件と同様とする。）） 
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② 同意等の要件 

・ 原案の区域が道路その他の施設、河川その他の地形地物等範囲を明示するのに適

当なものにより囲まれた、街区形成に足る一定の広がりをもつ、一体として整備す

べき一団の土地であること。 

・ 原案の内容が都市計画基準に適合するものであること。 

・ 原案の区域内の土地所有者等の３分の２以上の同意があること（同意した者が所

有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっているそ

の区域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となっ

ている土地の総地積との合計の３分の２以上となる場合に限る。）。（都市計画の

提案制度の提案の要件と同様とする。） 

③ 手続の方法 

原案その他必要書類を市へ提出 

２ 申出後の手続 

申出のあった地区計画の原案に対する市の判断の手続として、次の内容について定め

ます。 

① 地区計画の原案の公告・縦覧 

② 市の判断 ○→市原案作成→３・４の手続へ 

×→都市計画審議会の意見の聴取 

③ 判断内容の通知・公告 

３ 地区計画の原案を市が提示する方法 

→ 公告・縦覧、説明会の開催 

４ 地区計画の原案に対する意見の提出方法 

→ ３週間以内に意見書を市に提出 

 

 

etc.

まちづくり条例に基づく制度

「まちづくり計画」
◆ 建築物の高さを抑える

◆ 敷地の境界線から離して建てる

◆ 耐火建築物にする
etc.

「防火地域」
◆ 防火地域又は準防火地域

「地区計画」
◆ 建築物の高さの制限
◆ 壁面の位置の制限

都市計画法に基づく制度

・地区まちづくり協議会
・テーマ型まちづくり協議会
・武蔵村山市商工会
・東京みどり農業協同組合

提
案
制
度

地
区
計
画
の
申
出

低
実効性

高

 
 

現行条例「武蔵村山市地区計画
等の案の作成手続に関する条
例」の内容の取り込み 
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２ 狭山丘陵を中心とした緑と農のまちづくり   

２⑴  狭  山  丘  陵  の  景  観  の  保  全      

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 保全すべき緑の核である狭山丘陵における開発が完全には規制されない状況下において、

建築物の建築等について景観の観点から指導を行う機会を留保する。 

◆ 狭山丘陵周辺における景観形成を誘導するための基準を設ける。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 「狭山丘陵景観重点地区」の指定 

青梅街道以北の区域について、「狭山丘陵景観重点地区」として条例上においてゾーンと

して位置付けます。 

⑵ 「景観重点基準」の設定 

狭山丘陵の景観の保全と狭山丘陵の周辺地域における丘陵地と調和したまちづくりを誘導

するため、「狭山丘陵景観重点地区」内において建築物の建築等を行う場合に配慮すべき基

準を、「景観重点基準」として次のように定めます。 

① 敷地内や接道部分はできる限り緑化を図り、狭山丘陵や周辺の緑と連続させること。 

② 垣又はさくの構造は、丘陵地の街並みと調和させること。 

③ 彩度を抑えた色彩を基本とし、周辺の緑と調和させること。 

④ その他市長が附属機関の意見を聴いて定める基準に適合させること。 

⑶ 届出の義務付け 

「狭山丘陵景観重点地区」内において建築物の建築、工作物の建設又は建築物の形態若し

くは色彩その他の意匠の変更（以下「景観影響行為」という。）を行う者に対して、建築確

認申請の３０日前（建築確認申請が不要の行為にあっては、当該行為に着手する３０日前）

までに、その内容を市に届け出ることを義務付けます。 

届出を受けた市は、届出内容を確認し、景観影響行為の内容が「景観重点基準」の内容に

適合するよう指導するものとします。なお、届出内容を変更する場合の手続も同様とします。 

（※ 届出をしない場合については、過料を科すことができることとします。） 

⑷ 基準に適合しない景観影響行為に対する勧告 

「狭山丘陵景観重点地区」内において「景観重点基準」に適合しない景観影響行為をしよ

うとする者又はした者に対し、「景観重点基準」に適合させるために必要な措置をとるよう

勧告することができることとします。この場合においては、あらかじめ附属機関の意見を聴

くこととします。 
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青梅街道以北を「狭山丘陵景観重点地区」に指定

景観影響行為について、市への届出を義務付け

適合しない景観影響行為に対する勧告

（１）

（３）

狭山丘陵の景観の保全

景観重点基準

（２）

（４）

指導

（３）
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２⑵ 「 景 観 形 成 地 区 」に お け る 景 観 形 成 の 誘 導   

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 狭山丘陵周辺以外のエリアにおいても、必要に応じて景観形成を誘導することができる仕

組みを設ける。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 「景観形成地区」の指定及び「景観形成基準」の設定 

「狭山丘陵景観重点地区」に指定した区域以外の区域において、景観を保全し、又は創出

する必要があるときは、「景観形成地区」を指定することができることとし、「景観形成地

区」内において建築物の建築等を行う場合に配慮すべき基準を、「景観形成基準」として定

めることができることとします。 

⑵ 「景観形成地区」指定の手続 

市が「景観形成地区」を指定する際は、指定しようとする区域を公告した後、次の手続を

踏むこととします。 

① 市民等からの意見の聴取 

② 附属機関の意見の聴取 

③ 決定後の公告 

⑶ 「景観形成基準」設定の手続 

市は、「景観形成地区」を指定したときは、次の手続により「景観形成基準」を定めるこ

ととします。 

① 「景観形成基準」の案の公告 

② 説明会の開催等による周知 

③ 住民等（※）からの意見の聴取 

④ 附属機関の意見の聴取 

⑤ 決定後の公告 

（※住民等…「景観形成地区」内に住所を有する者、事業を営む者、土地・建築物所有者

等） 

⑷ 届出の義務付け及び基準に適合しない景観影響行為に対する勧告 

「景観形成地区」内において景観影響行為を行う場合について、「狭山丘陵景観重点地

区」の規定を準用することとします（「狭山丘陵景観重点地区」と同様の取扱いとしま

す。）。 
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「景観形成地区」の指定

景観影響行為について、市への届出を義務付け

（２）

（４）

「景観形成地区」の景観の保全

景観形成基準

（４）

指導

（３）

「景観形成基準」の設定

適合しない景観影響行為に対する勧告

（４）
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２⑶ 都市計画公園・緑地区域における市民緑地契約制度の活用の促進  

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 都市計画公園・緑地の整備の進捗が思わしくない状況下において、当面、開発を抑制する

ための代替策を設ける。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 市民緑地契約制度の活用の促進 

都市計画公園・緑地の整備が進捗しない中で、当該公園・緑地の区域に該当する土地の所

有者の負担を軽減し、開発の抑制につなげるため、都市緑地法に基づく市民緑地契約制度の

活用の促進を図ります。 

別に定める基準を満たす土地について当該土地の所有者から申出があった場合については、

可能な限り市民緑地契約制度の活用に努めるものとするとともに、固定資産税及び都市計画

税相当分程度の借地料を土地所有者に支払うことができることとします。 

 

［想定される基準の内容］ 

① 都市計画公園又は都市計画緑地の区域内の３００㎡以上の土地であること。 

② 公道に接続していること。 

③ 急傾斜地、地すべり等の危険がある土地等利用者の安全が確保できないおそれのある

土地でないこと。 

④ 土地の境界に関し、他の地権者と争いがないこと。 

 

⑵ 市民活動団体による市民緑地の維持管理 

市民緑地の維持管理については、市民活動団体の活用に努めるものとし、維持管理費の増

大を抑えることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市が土地所有者と契約を締結して公開する緑地や緑化施設（植栽、花壇、園路等） 

◇都市計画区域内の３００㎡以上の土地を対象 

◇契約期間は５年以上 

◇契約の内容 

市民緑地契約の対象となる土地等の区域 

市民緑地の保全や利用のために必要な施設整備に関する事項 

市民緑地の管理の方法に関する事項 

市民緑地の管理期間 

市民緑地契約に違反した場合の措置 

 

市民緑地（都市緑地法第５５条） 
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市民緑地契約制度の活用

市

土地
（300㎡以上）

土地所有者
市民緑地契約

整備
管理

土地所有

市民緑地
として開放

市民緑地契約制度

市民活動団体

管理
（１）

（２）

狭山丘陵等の緑の保全
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２⑷    農    地    の    保    全       

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 農業従事者の後継者不足や高齢化による耕作面積の縮小に伴い、生産緑地の指定の削除等

農地が減尐する流れを抑制する仕組みが必要 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 「援農ボランティア」の位置付け 

農業従事者の不足に起因する農地の減尐の抑制に資するため、農業者の指示により農作業

を援助する「援農ボランティア」を置くこととします。 

 

 

◎ 制度のイメージ 

 

農業者

援農作業

農 地 の 保 全

③情報提供

②登録

市

援農ボランティア
（市民）

①登録

①養成

 
 

① 「援農ボランティア」の養成及び登録 

「援農ボランティア」希望者への研修の実施・研修修了者の登録 

② 農業者の登録 

「援農ボランティア」受入れ農業者の登録 

③ 情報の提供 

「援農ボランティア」登録内容の農業者への情報提供 
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３ 秩序ある開発事業等によるまちづくり   

３⑴    開 発 事 業 の 手 続 と 基 準 の 条 例 化       

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ これまで「宅地開発等指導要綱」により行ってきた宅地開発等に対する指導について、公

正の確保と透明性の向上を図るため、「宅地開発等指導要綱」の内容を発展させた上で条例

化する。 

◆ 開発事業に関する手続と基準を定め、住みよい生活環境の保全と良好な市街地の形成につ

いて実効性を確保する仕組みとする。 

◆ 開発事業におけるトラブルを未然に防ぐため、周辺のまちづくりに大きな影響を与えると

考えられる建築物や建築行為を伴わない土地利用についても手続・基準の対象とする。 

◆ 市民等、事業者、市の三者の協働のまちづくりの仕組みの一環として、市民等への情報周

知及び意見聴取の手続を設け、相互理解のもとで開発事業が進められるようにする。 

◆ 都市計画マスタープランにおける将来像の実現や、地域・地区におけるまちづくりの取組

との整合、連携に資する仕組みとする。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 開発事業の範囲 

現行の「宅地開発等指導要綱」において対象としている事業（①～④）に加えて、周辺の

まちづくりに大きな影響を与えると考えられる事業を「開発事業」として、これを実施する

場合について手続及び基準の適用の対象とします。 

① 法第２９条の許可を受けなければならない開発行為（建築物の建築等を目的に行う土地

の区画形質の変更で、事業区域面積５００㎡以上のもの） 

② 土地の分譲を目的として行う５００㎡以上の土地の境界の変更で、５区画以上のもの 

③ 計画戸数１５戸以上の集合住宅の建築 

④ 高さ１０ｍを超える建築物（自己の居住の用に供するものを除く。）の建築 

⑤ 延べ面積５００㎡（自己の居住の用に供する部分を除く。）以上の建築物の建築（集客

建築物（※）への用途変更を含む。）で事業区域面積５００㎡以上のもの 

（※集客建築物…店舗、飲食店、劇場、映画館、ボーリング場、ぱちんこ屋、カラオケボ

ックスその他これらに類する施設の用に供する建築物をいう。） 

⑥ 事業区域面積５００㎡以上の墓地の設置 

⑦ 事業区域面積５００㎡以上のペット霊園、スポーツ・レクリエーション施設又は自動車

販売場の設置 

⑧ 駐車台数が４０台以上である駐車場の設置 

⑵ 開発事業実施前に踏むべき手続 

市民等、事業者、市の三者の理解のもとで開発事業が実施されるよう、市民等への情報周

知及び意見聴取の手続を中心に次の内容について定め、必要に応じて実施することとします。 

① 事業者による事前協議書の提出及び事業内容を示す看板の設置 

② 事業者による近隣住民向け説明又は説明会の実施 

③ 周辺住民からの求めに応じた事業者による周辺住民向け説明の実施 

④ 近隣住民及び周辺住民による事業に対する意見書の提出 

⑤ 事業者による見解書の提出 
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⑥ 市による附属機関の意見の聴取 

⑦ 市から事業者への指導書の交付 

⑧ 事業者による開発事業申請書の提出 

⑨ 市による適合通知書の交付 

⑩ 市、事業者間の協定の締結 

⑶ 開発事業に適用する基準（※ この項目における丸数字①～⑧については、２３ページの

「⑴開発事業の範囲」において掲げる①～⑧の開発事業に対

応したものとする。） 

主に次の事項について現行の「宅地開発等指導要綱」に定める内容を基本に基準を定める

とともに、新たに適用の対象とする事業を行う場合の当該事業における基準を定めます。 

なお、下線部分の内容については、法第３３条第３項又は第４項の規定に基づき、同条第

１項の基準として併せて定めるものとします。 

ア 道路（区域内道路、接続道路）（①～⑦の開発事業） 

・ 区域内道路の幅員…６ｍ（住宅の敷地の場合）以上 

※ ただし、１２０ｍ以下の小区間の道路で通行上支障がない場

合については、その延長及び形状に応じて４．５ｍ～５ｍの範

囲の幅員以上と定め、これによることも可とする。 

…６ｍ（住宅の敷地以外で事業区域面積１，０００㎡未満の場合）以上 

…９ｍ（その他の場合）以上 

・ 接続道路の幅員…６ｍ（＝セットバック３ｍ：住宅の場合）以上 

…９ｍ（＝セットバック４．５ｍ：住宅以外の場合）以上 

イ 公園等（①及び③の開発事業で事業区域面積３，０００㎡以上のもの） 

次の基準を満たす公園、緑地又は広場の設置 

・ 事業区域面積の６％以上 

・ 一か所当たり１８０㎡以上 

・ 不整形でないこと 

ウ 消防施設（①～⑤の開発事業） 

・ 防火水槽及び水利標識の設置（事業区域面積３，０００㎡以上の場合） 

・ 市と協議の上、必要に応じて防火水槽又は消火栓及び水利標識の設置（事業区域面積

３，０００㎡未満の場合） 

エ 排水施設（全ての開発事業） 

・ 公共下水道（汚水）への接続 

・ 雤水処理施設の設置 

オ 給水施設（①～⑦の開発事業） 

・ 給水施設の設置 

カ 敷地面積の最低限度（①及び②の開発事業） 

・ １１５㎡（第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は工業地域） 

・ １００㎡（その他地域） 

キ 交通安全施設（全ての開発事業） 

市と協議の上、必要に応じて街路灯、ガードレール、カーブミラー等の設置 

ク 駐車場（③及び⑥の開発事業並びに⑤の開発事業で集客建築物の建築を目的とするも

の） 

・ 計画戸数の２分の１以上の駐車台数の確保（③の開発事業） 

・ 別に定める基準により算出した駐車台数の確保（大規模小売店舗を設置する者が配慮
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すべき事項に関する指針の規定に準じて算出した台数分を想定：集客建築物の建築を目

的とする⑤の開発事業） 

・ 墳墓の区画数の５％以上の駐車台数の確保（⑥の開発事業） 

ケ 自転車駐車場（クと同様） 

・ 計画戸数分の駐車台数の確保（③の開発事業） 

・ 別に定める基準により算出した駐車台数の確保（延べ面積を３５で除して得た数の台

数分とすることを想定：集客建築物の建築を目的とする⑤の開発事業） 

・ 利用の想定に即した駐車台数の確保（墳墓の区画数の５％以上の駐車台数を標準とす

る：⑥の開発事業） 

コ 廃棄物保管場所等（①の開発事業で戸建住宅の建築又は土地の分譲を目的とするもの並

びに②及び③の開発事業） 

計画戸数１０戸当たり１．５㎡を標準として確保し、設置 

サ 表示板の設置（③及び⑧の開発事業） 

施設の管理者名、連絡先を記載した表示板の設置 

シ 居住面積の最低限度（③の開発事業） 

２５㎡（住生活基本法に基づく住生活基本計画に定める単身者の最低居住面積水準によ

る。） 

ス テレビ電波障害対策（④の開発事業） 

テレビ電波障害を排除するための設備の設置 

セ 緑化等（③、④及び⑧の開発事業で事業区域面積５００㎡未満のものを除く全ての開発

事業） 

・ 事業区域面積の６％以上の緑化の実施 

ただし、開発事業が戸建住宅の建築若しくは土地の分譲又は墓地の設置を目的とするも

のにあっては、次のとおりとする。 

・ 道路に接する部分を中心に可能な限りの緑化の実施（戸建住宅の建築又は土地の分譲

の場合） 

・ 事業区域面積の２０％以上の緑化の実施かつ敷地境界沿いに幅１ｍ以上の緩衝緑地帯

の設置（墓地の設置の場合） 

ソ 歩道状空地（①及び③～⑧の開発事業） 

周辺環境の状況により、市と協議の上、事業区域が接する道路沿いに歩行者の利用に供

する空地を必要に応じて設置 

タ 公益的施設（①の開発事業で２００戸以上の戸建住宅の建築又は２００区画以上の土地

の分譲を目的とするもの及び③の開発事業で２００戸以上の集合住宅の建

築を目的とするもの） 

市の求めにより協議の上、必要に応じて公益的施設の設置又は用地の確保 

チ 「地区まちづくり計画」等への適合（これらの計画が定められている区域における全て

の開発事業） 

「地区まちづくり計画」、「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」又は「推進地区まち

づくり計画」に定められている事項への適合 

ツ 「景観重点基準」等への適合（「狭山丘陵景観重点地区」又は「景観形成地区」におけ

る①及び②の開発事業で建築物の建築を伴うもの及び③

～⑤の開発事業） 

「景観重点基準」又は「景観形成基準」への適合  
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注１…建築物の建築を伴うものに限る。 

適用対象事業 

 

適用基準 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

開 発
行 為 

区 画
分 割 

集 合
住 宅 

中高層
建築物 

集客建
築物等 

墓 地 
非建築
施設 

駐車場 

ア 道路 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

イ 公園等 
3,000
㎡以上 

 
3,000
㎡以上 

     

ウ 消防施設 ○ ○ ○ ○ ○    

エ 排水施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

オ 給水施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

カ 最低敷地面積 ○ ○       

キ 交通安全施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ク 駐車場   ○  
集 客
建築物 

○   

ケ 自転車駐車場   ○  
集 客
建築物 

○   

コ 廃棄物保管場所 
住宅・
分譲 ○ ○      

サ 表示板の設置   ○     ○ 

シ 最低居住面積   ○      

ス 電波障害対策    ○     

セ 緑化等 ○ ○ 
500 ㎡
以上 

500 ㎡
以上 

○ ○ ○ 
500 ㎡
以上 

ソ 歩道状空地 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

タ 公益的施設 
200戸
以上 

 
200 戸
以上 

     

チ まちづくり計画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ツ 景観重点基準等 
○ 

注１ 
○ 
注１ 

○ ○ ○    

近隣住民の範囲 隣接地 
建築高

の等倍 

３０ｍ（3,000㎡未満） 

５０ｍ（3,000㎡以上） 

周辺住民の範囲 ２０ｍ 
建築高

の２倍 

６０ｍ（3,000㎡未満） 

１００ｍ（3,000 ㎡以上） 
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（１）

（２）

（３）

秩序あるまちづくり

開発事業の手続
開発事業

・現行の「宅地開発等指導要綱」において対象としている事業
・周辺のまちづくりに大きな影響を与えると考えられる事業

適用の対象とする事業

開
発
基
準
の
適
用

・現行の「宅地開発等指導要綱」に定める内容など

適用する基準

①事前協議書の提出・看板設置（事業者）

②近隣住民向け説明の実施（事業者）

④意見書の提出（近隣住民・周辺住民）

⑥附属機関の意見の聴取（市）

⑦事業者への指導書の交付（市）

⑩協定の締結（市・事業者）

⑧開発事業申請書の提出（事業者）

③周辺住民向け説明の実施（事業者）

⑨適合通知書の交付（市）

⑤見解書の提出（事業者）
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３⑵    大 規 模 開 発 事 業 等 に 関 わ る 手 続       

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 大規模開発事業の実施に際しては、市のまちづくりの方針や市民の意向を反映させる仕組

みを設ける必要がある。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 大規模土地取引行為について届出の義務付け 

大規模な土地の取引行為は、大規模開発を前提として行われることが多いと考えられるこ

とから、土地取引の契約が成立する以前に土地所有者に届出を義務付け、市のまちづくりに

おける土地利用の方針等について助言を与えることにより、土地利用が市の意向を反映する

よう誘導します。 

大規模土地取引行為とする土地の規模は、５，０００㎡以上とします。 

⑵ 大規模開発事業の実施前に踏むべき手続 

大規模な開発事業は、周辺地域への影響が大きい上、計画が具体化した後の変更が難しい

と考えられることから、通常の開発事業の手続に先立ち、その構想段階において次の手続を

必要に応じて実施することとし、市民等の意向等が反映された開発事業となるよう誘導しま

す。 

① 事業者による土地利用構想の届出及び届出内容を示す看板の設置 

② 事業者による近隣住民向け説明会の実施 

③ 周辺住民からの求めに応じた事業者による周辺住民向け説明の実施 

④ 近隣住民及び周辺住民による事業に対する意見書の提出 

⑤ 事業者による見解書の提出 

⑥ 市による公聴会の開催 

⑦ 市による附属機関の意見の聴取 

⑧ 市から事業者への助言・指導 

大規模開発事業は、次に掲げるものとします。 

① 事業区域面積５，０００㎡以上の開発事業 

② 計画戸数１００戸以上の集合住宅の建築 
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大規模な土地の取引行為について届出を義務付け

土地利用の方針等について助言

大規模開発事業の実施前に踏むべき手続

（１）

（２）

開発事業の手続へ

②近隣住民向け説明会の実施（事業者）

④意見書の提出（近隣住民・周辺住民）

⑤見解書の提出（事業者）

⑥公聴会の開催（市）

⑧事業者への助言・指導（市）

①土地利用構想の届出・看板設置（事業者）

⑦附属機関の意見の聴取（市）

③周辺住民向け説明の実施（事業者）
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附
属
機
関

近
隣
住
民
・周
辺
住
民

大
規
模
土
地
所
有
者

大
規
模
土
地
取
引
行
為
の
届
出

土
地
利
用
構
想
の
届
出

説
明
会
報
告
書
の
提
出

見
解
書
の
提
出

意
見

事
業
者

大規模
土地取
引行為

大規模開発事業

市
助
言

土
地
利
用
構
想
の
届
出
の

公
告
・縦
覧

（３
週
間
）

助
言
・指
導

見
解
書
の
送
付
及
び
見
解
書
・

意
見
書
の
公
告
・
縦
覧

（２
週
間
）

意
見
書
の
送
付

公
聴
会
出
席
要
請

意
見

公
聴
会
の
開
催

１週間以内

説明会
実施後
１週間
以内

説明会報告書
公告から２週間

以内

届出の公告
から３週間
以内

３週間以内

事前協議書
の提出前

契約締結の
３月前まで

説
明
会
報
告
書
の

公
告
・縦
覧

（２
週
間
）

２週間以内

義務手続

任意手続

看
板
の
設
置

近
隣
住
民
向
け
説
明
会
の
実
施

周
辺
住
民
向
け
説
明
の
実
施

意
見
書
の
提
出

◎開発事業手続のフロー 
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事
前
協
議
書
の
提
出

開
発
事
業
申
請
書
提
出

開発事業

事
前
協
議
書
の

公
告
・
縦
覧

（２
週
間
）

看
板
の
設
置

意
見
書
の
送
付

指
導
書
の
交
付
及
び

公
告
・
縦
覧

（２
週
間
）

意
見

開
発
事
業
申
請
書
等
の

公
告
・
縦
覧

（２
週
間
）

適
合
通
知
書
の
交
付
及
び

公
告
・
縦
覧

（２
週
間
）

説
明
（
会
）報
告
書
の
提
出

近
隣
住
民
向
け
説
明
（会
）
の
実
施

意
見
書
の
提
出

協
定
の
締
結

１週間以内 １週間以内２週間以内

見
解
書
の
提
出

見
解
書
の
送
付
及
び
見
解
書
・

意
見
書
の
公
告
・縦
覧

（２
週
間
）

説
明
（会
）報
告
書
の

公
告
・
縦
覧

（１
週
間
）

４週間以内

見解書・意見書の
公告から４週間

以内

周
辺
住
民
向
け
説
明
の
実
施

事前協議書
の公告から
２週間以内

説明（会）
実施後
１週間
以内

説明会報告書
公告から１週間

以内
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 ３⑶  大規模事業活動の撤退時等における手続の義務付け     

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ 大規模な土地や建物を利用する事業活動が中止され、又は撤退する場合、周辺環境に与え

る影響が大きいことから、一定の手続を義務付ける。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 大規模事業活動の撤退時等における届出の義務付け 

事業活動の中止又は撤退後に残される大規模な土地や建築物が周辺地域の良好な環境の維

持に対する阻害要因とならないようにするため、次の場合について、中止又は撤退をする事

業者に対し事前の届出を義務付けます。 

① 店舗、工場、スポーツ施設その他の事業活動のための施設を設置するための敷地となる

５，０００㎡以上の土地について、当該土地における当該事業活動の中止・撤退に伴い、

その利用を中止するとき。 

② 延べ面積３，０００㎡以上の店舗、工場その他建築物について、当該建築物における事

業活動の中止・撤退に伴い、その利用を中止するとき。 

⑵ 届出事項 

届出は、次の事項について行うものとします。 

① 土地又は建築物の利用中止の時期 

② 土地又は建築物の利用中止後の安全上及び防犯上の措置、環境への配慮のための措置等

の管理方法並びに管理者 

③ 市民等への周知方法 

⑶ 届出内容に関する助言等 

届出を受けた市は、当該届出の内容について、まちづくりの観点から助言を行い、又は協

議を求めることができるものとします。 

⑷ 市民等への周知 

届出を行った事業者は、⑵の届出事項のうちの①と②の事項について記載した標識を直ち

に設置するとともに、市民等からの求めに応じて説明を行うものとします。 
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市民等

良好な周辺環境の維持

（４）

（１）（２）

市事業者

（３）

大規模事業活動
①5,000㎡以上の土地
②延べ面積3,000㎡以上
の建築物
を利用する事業活動

助言・協議

届出
◆管理方法等

周知
◆標識設置
◆説明

撤退中止
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３⑷    狭 あ い 道 路 の 拡 幅 の 推 進       

 

◇ 必要な施策のあらまし 

◆ ２項道路（建築基準法の施行日において、現に建築物が建ち並んでいる幅員４ｍ未満の道

で、特定行政庁（東京都）が指定したもの）に接する敷地に建築物を建築する場合における

後退用地の整備、維持管理の仕組みを確立する。 

 

◇ 条例に定める内容 

⑴ 届出の義務付け及び協議 

２項道路に接する敷地において建築物の建築等をしようとする者に対して、市への届出を

義務付け、後退用地の整備及び維持管理について協議を行うものとします。 

⑵ 後退用地の整備及び維持管理の仕組み 

後退用地については、敷地の状況に即して協議の上、市が道路として維持管理することを

基本とします。この際、後退用地を市へ寄附することとする場合については、所有権移転手

続を市が行うことができることとします。 

 

「２項道路」に接する敷地における建築物
の建築等について、届出を義務付け

後退用地の整備及び維持管理について
協議

後退用地を市が道路として維持管理

（１）

（２）

狭あい道路の拡幅

所有権移転手続

後退用地を市へ寄附
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Ⅲ まちづくり条例に規定するその他の事項           

１ 附属機関（（仮称）まちづくり審議会）の設置   

 

まちづくり条例を適正に運用し、その透明性を確保するため、市長の附属機関として「武

蔵村山市まちづくり審議会（仮称。以下「まちづくり審議会」という。）」を設置します。 

 

⑴ まちづくり審議会の所掌事項 

まちづくり審議会は、まちづくり条例の運用に関わる事項について審議します。その内容

は、おおむね次の事項とします。 

① 「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」の決定に関する審議 

② 「推進地区」の指定に関する審議 

③ 「推進地区まちづくり計画」の決定に関する審議 

④ 「地区まちづくり協議会」及び「地区まちづくり準備会」の認定に関する審議 

⑤ 「地区まちづくり計画」の決定に関する審議 

⑥ 「テーマ型まちづくり協議会」及び「テーマ型まちづくり準備会」の認定に関する審議 

⑦ 「テーマ型まちづくり方策」の認定に関する審議 

⑧ 「景観重点基準」の設定に関する審議 

⑨ 「景観形成地区」の指定に関する審議 

⑩ 「景観形成基準」の設定に関する審議 

⑪ 「開発事業」に対する指導に関する審議 

⑫ 「大規模土地取引行為」に対する助言に関する審議 

⑬ 「大規模開発事業」に対する助言・指導に関する審議 

⑭ 「大規模事業活動の撤退時等における届出」に対する助言に関する審議 

⑮ 勧告・命令・公表を行うことに関する審議 

⑯ まちづくり条例の運用に関わる事項に関する建議 

⑵ まちづくり審議会の構成 

法律、都市計画、建築等の分野について識見を有する者及び市民等の８人程度で構成する

こととします。 

 

２ まちづくりの支援   

 

市民等のまちづくりの発想・発意を生かすとともに、主体的・積極的なまちづくり活動を

軌道に乗せるための支援を、次のとおり行うものとします。 

① 「地区まちづくり準備会」及び「テーマ型まちづくり準備会」への情報提供及び専門

家の派遣 

② 「地区まちづくり協議会」及び「テーマ型まちづくり協議会」への情報提供、専門家

の派遣及び活動費の助成 
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３ まちづくり条例の実効性の確保   

 

まちづくり条例の実効性を確保するため、次の場合について勧告、命令、公表及び罰則の

規定を設けるべきと考えられます。 

 

勧  告 

① 
「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」、「推進地区まちづくり計
画」又は「地区まちづくり計画」の区域内において建築行為等を行
う場合に、届出をしないとき又は虚偽の届出をしたとき。 

② 
「狭山丘陵景観重点地区」又は「景観形成地区」の区域内において
景観影響行為を行う場合に、届出をしないとき又は虚偽の届出をし
たとき。 

③ 
「狭山丘陵景観重点地区」の区域内において「景観重点基準」に適
合しない景観影響行為をしようとし、又はしたとき。 

④ 
「景観形成地区」の区域内において「景観形成基準」に適合しない
景観影響行為をしようとし、又はしたとき。 

⑤ 
開発事業において、適合通知書の交付を受ける前に工事に着手した
とき又は適合通知書の内容と異なる工事をしたとき。 

⑥ 
開発事業において、協定の締結前に工事に着手したとき又は協定の
内容と異なる工事をしたとき。 

⑦ 
開発事業において、偽り又は不正の手段により適合通知書の交付を
受けたとき。 

命  令 
（工事の停止、中
止、違反是正措置） 

⑧ ⑤⑦の勧告に従わないとき。 

公  表 

⑨ ⑥の勧告に従わないとき。 

⑩ ⑧の命令に従わないとき。 

罰  則 ⑪ ⑧の命令に違反したとき。 

（過 料） 

⑫ 
「新青梅街道沿道地区まちづくり計画」、「推進地区まちづくり計
画」又は「地区まちづくり計画」の区域内において建築行為等を行
う場合に、届出をしないとき又は虚偽の届出をしたとき。(勧告後) 

⑬ 
「狭山丘陵景観重点地区」又は「景観形成地区」の区域内において
景観影響行為を行う場合に、届出をしないとき又は虚偽の届出をし
たとき。(勧告後) 
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○武蔵村山市まちづくり条例策定委員会設置要綱 

 

平成２０年５月２０日 

訓令（乙）第 ９９ 号 

 

（設置） 

第１条 武蔵村山市の地域特性を生かした良好なまちづくりを実現するための条例（以下「まち

づくり条例」という。）を制定するに当たり、専門的な知見に基づく意見を反映させるため、

武蔵村山市まちづくり条例策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、まちづくり条例の原案の作成に資する事項その他まちづくり条例の制定に関

し市長が必要と認める事項について専門的な知見から検討し、その結果を市長に報告するもの

とする。 

（平２２訓令（乙）１０１・一部改正） 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１０人をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

⑴ 次に掲げるところにより市長が委嘱する者 

ア 識見を有する者 ４人 

イ 武蔵村山市商工会の役員 １人 

ウ 武蔵村山市農業委員会の委員 １人 

エ 武蔵村山市まちづくり条例市民会議の委員 ３人 

⑵ 副市長 

（平２２訓令（乙）１０１・一部改正） 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により選任する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、最初の会議は、市長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、まちづくり条例が制定された時に満了するものとする。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

資料１ 
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武蔵村山市まちづくり条例策定委員会委員名簿 

 

 氏  名 選 出 区 分 等 

委 員 長 柳 沢   厚 
㈱Ｃ－まち計画室代表 
慶応義塾大学非常勤講師 

副委員長 石 塚 典 久 武蔵村山市まちづくり条例市民会議委員 

委  員 松 本   昭 まちづくり条例コーディネーター 

委  員 森 反 章 夫 東京経済大学教授 

委  員 竹 沢 えり子 まちづくりプランナー 

委  員 加 藤 欽 司 武蔵村山市商工会副会長 

委  員 高 山 充 則 武蔵村山市農業委員会委員 

委  員 伊 澤 秀 夫 
（※第４回まで） 

武蔵村山市まちづくり条例市民会議委員 

委  員 栗 原 秀 夫 武蔵村山市まちづくり条例市民会議委員 

委  員 山 﨑 泰 大 武蔵村山市副市長 

 

 

資料２ 
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武蔵村山市まちづくり条例策定委員会検討経過 

 

 日  時 議       題 

第１回 平成22年 7月16日 

午前10時～ 

◎ 委嘱書の交付 

◎ 委員長及び副委員長の選任 

１ 会議の公開に関する取扱い 

２ まちづくり条例の全体構成について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第２回 平成22年 8月10日 

午後２時～ 

１ 会議録の承認について 

２ まちづくり条例の全体構成について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第３回 平成22年 8月31日 

午後２時～ 

１ 会議録の承認について 

２ まちづくり条例の全体構成について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第４回 平成22年 9月30日 

午後３時30分～ 

１ 会議録の承認について 

２ まちづくり条例に規定すべき事項の詳細について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第５回 平成22年10月14日 

午後３時30分～ 

１ 会議録の承認について 

２ まちづくり条例に規定すべき事項の詳細について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第６回 平成22年11月 4日 

午後１時～ 

１ 会議録の承認について 

２ 報告書の内容について 

３ 会議の日程について 

４ その他 

第７回 平成22年11月26日 

午後７時～ 

１ 会議録の承認について 

２ 報告書の内容について 

３ その他 

 

 

資料３ 


